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アクサ生命は、商工会議所と協力し、会員事業所の各種ニーズ（弔慰金・見舞金制度、
退職金制度、リスク対策や事業承継など）を共済制度／福祉制度でサポートしています。
アクサ生命保険株式会社　新潟支社　新潟営業所　
〒950-0078　新潟市中央区万代島5-1 万代島ビル10F　TEL 025-243-0048

　当所は、６月25日に日本商工会議所に対し「平成31年度税制改正および中小企業政策に関する要望」を提出
しました。要望内容は企業経営委員会において３回の議論を経て、地域経済を支える中小企業が果敢にイノベー
ションを推進し、活力を導き出すことで、わが国経済の成長を後押しすることができるような視点でとりまと
めたものです。日本商工会議所では、各地からの意見を集約した上で、政府をはじめ関係機関に提言・要望す
ることとしています。当所の要望概要は以下の通りです。
　※詳細につきましては、当所ホームページに要望書を掲載しております。ご参照ください。

税制改正に関する事項

Ⅰ．税制全般について
　経済成長の持続的発展を担う中小企業が、新たなビジ
ネスモデルに果敢に挑戦できるような税制の整備などが
求められる。
　中小企業の経営基盤を阻害することがないよう、円滑
な事業承継、生産性の向上、財務基盤強化など、中小企
業の活力強化が図れる税制を構築すべきである。
Ⅱ．�円滑な事業承継を後押しする税制のさらなる見直し

について
・事業承継税制の周知および見直し
・取引相場のない株式の評価方法の見直し
・個人所有の事業用資産の譲渡に係る支援
Ⅲ．消費税率引き上げに伴う対応について
・平成31年10月の消費税率10％への引き上げの確実な実施
・軽減税率制度の導入廃止
・インボイス制度の導入廃止　など
Ⅳ．�意欲ある中小企業の成長発展につながる税制の実現

に向けて
・法人実効税率の引き下げは中長期的な課題として検討
・中堅・中小企業に対する課税強化の措置には断固反対
・税法上の中小企業定義の実態に即した見直し
・租税特別措置の適用要件の見直し
・中小企業向け政策減税の堅持・拡充・恒久化　など

Ⅴ．地域人材の活躍促進と地域経済の活性化に向けて
・女性の活躍促進に向けた支援制度の見直し
・�低所得世帯に配慮した所得税の人的控除、公的年金等
控除の見直し
・創業・ベンチャー支援につながる税制措置の拡充　など

中小企業政策に関する事項

Ⅰ．中小企業の経営基盤の維持・強化に向けて
・円滑な事業承継の実現に向けた支援の強化
・中小企業の人材確保への支援
・企業の子育て支援に対する助成について
・社会保障制度の見直しについて　など
Ⅱ．中小企業のイノベーションの推進と地方創生に向けて
・中小企業のIT化、IoT・ロボット導入における環境整備
・商業地における空き地・空き店舗の活用強化
・地域活性化のための広域観光の推進　など
Ⅲ．小規模事業者支援について
・�経営発達支援事業の実施に係る経営指導員の人件費補
助の増額　など
Ⅳ．補助金制度の拡充等について
・補助金申請の適正化
・中小企業の設備投資に向けた支援
・行政手続きの簡素化について　など

平成 30 年度税制改正要望で実現した主な項目

○事業承継税制の拡充【10年間】　　○所得拡大促進税制の拡充・延長
○償却資産に係る固定資産税の減免の創設【３年間】　　○中小企業のM&Aを促進する税制措置の創設【２年間】
○少額減価償却資産全額損金算入特例の延長【２年間】　　○交際費の損金算入特例の延長【２年間】
○商業地等に係る固定資産税の負担調整措置・条例減額制度の延長【３年間】

円滑な世代交代に向け事業承継税制の周知と利用促進を！！
「平成31年度税制改正および中小企業政策に関する要望」を提出



早期景気
観測調査
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平成29年
6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

平成30年
6月

 売　上 8.9 ▲6.7 3.2 7.8 2.3 7.6 7.4 3.9 ▲30.4 ▲ 1.3 ▲ 7.7 ▲ 4.0 0.0
 採　算 ▲ 4.4 0.0 1.6 ▲ 3.3 ▲ 3.4 ▲ 2.5 ▲ 9.9 ▲ 9.0 ▲24.1 ▲ 6.3 ▲11.0 ▲12.1 ▲ 3.9
 業　況 1.1 ▲ 8.9 1.6 ▲ 5.6 ▲ 1.1 ▲ 5.1 1.2 ▲ 2.6 ▲16.5 ▲ 7.5 ▲ 2.2 ▲ 2.0 1.0
 仕入単価 ▲34.4 ▲20.0 ▲34.9 ▲25.6 ▲29.6 ▲27.9 ▲35.8 ▲47.4 ▲41.8 ▲40.0 ▲37.4 ▲42.4 ▲36.3
 従業員 20.0 26.7 30.2 24.4 28.4 26.6 33.3 34.6 25.3 27.5 27.5 27.3 30.4

【６月の概要】
　５月に比べると、売上DIはマイナスからプラス方向に回復しており、業況DIはマイナスからプラスに転じた。仕入単価DI
と採算DIのマイナス幅も減少している。従業員DIのプラス幅は増加した。全体的に景況感はやや改善の動きを示しているが、
建設業では業況は良好との声が聞かれるものの、幅広い業種で原材料費や燃料費の上昇などが採算面に影響を及ぼしている。
　先行きについては、５月に比べ、売上DI、業況DIのプラス幅は減少しているが、仕入単価DIのマイナス幅がやや減少し、
採算DIのプラス幅は、ほぼ横ばい。従業員DIのプラス幅は増加した。仕入コスト増と人手不足感が続いており、先行きの改
善は慎重な見通しとなっている。

建
設
業

塗装工事 業況は民間工事（製造メーカー）を中心に好調。

総合建設 建設業の景況感は良好であるが、工事受注額が物件毎に少なくなっており、材料費（鉄製品、原油の値上）、労務費が収
益を圧迫する要因となっている。

製
造
業

鉄工 首都圏の大型再開発は2020年以降も数年程度続くとの見方が趨勢である。
食料品 売上は増加しているが経費も増加しているので採算面で厳しい。

卸
売
業

薬品 同業他社も厳しいためか価格戦略（値下げでの売込み）が依然続いている。
日用雑貨 業況は昨年が悪かったので、今年はプラスに転じている。

小
売
業
家具・雑貨 業界の動向は、極めて厳しい状態となっている。

サ
ー
ビ
ス
業

運輸 足元では燃料高騰が気になり、先行き不安材料となる。燃料価格のコストアップは収益悪化に直結しているため、今後
の動向が気になる。

ソフトウェア ソフトウェア開発の人手不足感はあるが、利益に貢献できるような受注は少ない。
不動産開発 県内の空き区画が増加傾向にある。新潟県内への県外テナントのニーズが伸びていない。

【業界から寄せられた主なコメント】

景気動向（前年同月比）全産業DI値
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【全産業平均DI】　※DI（景況判断指数）＝（良い割合）－（悪い割合）
　売上DIはマイナスから0.0になり、業況DIはマイナスからプラス1.0ポイントに転じた。採算DIは8.2ポイント、仕入単価DIは6.1
ポイントマイナス幅が減少した。従業員DIは3.1ポイントプラス幅が増加した。
全産業平均DI－向こう３か月間の先行き見通し

売上（受注・出荷） 採　　算 仕入単価 従業員 業　　況
5月 17.2 4.0 ▲36.4 27.3 11.1
6月  5.9 4.9 ▲31.4 32.4  2.0

　先行きは、売上DIは11.3ポイント、業況DIは9.1ポイントプラス幅が減少した。仕入単価DIは5.0ポイントマイナス幅が減少し、
採算DIは0.9ポイントプラス幅が増加した。従業員DIは5.1ポイントプラス幅が増加した。

景気の き動


